
マルクス貨幣論と貨幣的生産経済

一ケインズの経済システム類型論との関連で一

石　倉　雅　男

第1節　問題の所在一政治経済学アプローチと貨幣

　パシネッティ（L．L．Pasinetti）による学説史の整理にしたがえば，19

世紀後半の限界主義経済学から新古典派経済学に至る「純粋交換モデル
　　　　　　　　　　の
（pure　exchange　mode1）」の系譜を引く経済理論では，与えられた資源

の賦存としての富の概念にもとづいて，価格機構をっうじた稀少資源の最

適配分の問題に焦点がおかれる．これに対して，古典派経済学とマルクス

経済学に始まり20世紀のレオンチェフ（W．Leontief）とスラッファ（P．

Sraffa）以降にいっそうの展開をみた「生産の理論（theories　of　produc一

　（2）　　　　　　　　…　　9・　　　　　　　　（3）
tion）」の系譜では，「生産された富（ρ70磁cg4wealth）」の概念にもと

づいて，人間労働によって再生産可能な生産物の再生産が考察される．政

治経済学（political　economy）アプローチが取り組まなければならない

課題の1っは，歴史的時間軸と制度的進化の視点を欠いた「純粋交換モデ

ル」の系譜をひく経済社会観を批判的に吟味すると同時に，「生産の理論」

の系譜にある既存の理論枠組みを歴史的時間軸と制度的進化の観点から再

評価し拡充することにある。

　純粋交換モデルの系譜に対する1つのオルタナティブとして，異なる経
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済主体のあいだの支配と非支配の関係や経済制度の非可逆的な変化などワ

ルラシアン（Walrasian）の経済学で見落とされてきた視座を組みこんだ

政治経済学アプローチが提起されてきた．たとえば，ラディカル派政治経

済学の教科書としてよく読まれているボウルズ・エドワーズの『資本主義

を理解する一アメリカ経済における競争，支配および変化一』では，

政治経済学は，「競争」という「水平的次元」（経済的諸関係のうち目発的

交換と選択が主要な役割を演じる側面），「支配」という「垂直的次元」

（権力（power）が主要な役割を演じる側面），および「変化」という「時

間の次元」（経済体制の歴史的変化）から成る「3次元経済学（three　di－

mensional　economics）」と特徴づけられ，新古典派経済学は水平的次元

　　　　　　　　　　　　　　　（4）
（競争）のみを持つアプローチとされる．政治経済学アプローチの「垂直

的次元」に属する問題の1つとして，自分の望む働きぶりを労働者から引

き出そうとして雇い主が労働者に対して行使する経済的権力の存在が検討
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
されてきた．しかし，そうした「労働者からの労働の抽出」にともなう権

力関係にっいての考察では，実質賃金率と労働努力の水準との関係をはじ

めとする実物的な側面にのみ注意が向けられ，貨幣的利潤の実現は暗黙の

うちに前提におかれるにすぎない．純粋交換モデルの系譜をひく経済社会

観に対するオルタナティブとしての政治経済学アプローチを構想する場合，

伝統的な分析枠組みが暗黙に前提とする貨幣経済観も根本的な見直しを迫

られる．本稿では，貨幣経済観の根本的な相違に注目して，純粋交換モデ

ルに対するオルタナティブとしての政治経済学アプローチの独自性を明ら

かにする，

　伝統的な純粋交換モデルで描かれる世界が現実の資本主義経済からあま

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
りにも懸け離れていることは，「金融不安定性仮説」を提起したミンスキ

ー（H．Minsky）によって次のように指摘されている．

　　「標準的な経済理論一新古典派総合一の構成は，村の定期市（a
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village　fair）で行われるような物々交換を検討することから始まって，

続いて生産と資本，資産，貨幣，金融資産を基本モデルに追加していく．

そのような村の定期市パラダイムは，分権化された市場機構が整合性の

　ある帰結をもたらしうることを示すが，整合性の周期的な決裂を内生的

　な現象として説明することができない．ケインズの見解では，整合性の

決裂は金融慣行を原因とするもので，投資活動をっうじて広がっていく．

　こうしたことが起きる経緯を説明するためには，村の定期市パラダイム

　と，単に取引を円滑にするものとしての貨幣の定義を放棄する必要があ

　る．／『一般理論』においてケインズは，シティーあるいはウォールス

　トリートのパラダイムを採用する．つまり，ウォールストリートの投資

　銀行の役員室から経済が観察される．複雑化された金融機関を持っ貨幣

　経済を仮定することが，理論化の出発点である．そのような経済では，

　貨幣は，取引が行われるために欲望の二重の一致を不必要なものにする

　汎用の配給点数にとどまらない．貨幣は，資本資産の保有高に対する資

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
　金調達が行われるときに現れる特殊なタイプの債券である．」

　ミンスキーの貨幣経済観として次の点が確認される。第1に，「新古典

派総合」の主流派経済学で扱われる貨幣とは，結局のところ物々交換（村

の定期市）の基本モデルに追加的に導入される貨幣であり，それは，交換

当事者どうしの欲望の不一致による交換の行き詰まりを解決する手段とし

て位置づけられる．第2に，資本主義経済における周期的恐慌を説明する

うえで決定的に重要なのは，「金融慣行」の存在，および，「投資活動」に

主導される不均衡の累積過程である．第3に，資本主義経済の不安定性を

「内生的」に説明するためには，単なる交換手段としての貨幣しか登場し

ない「村の定期市」パラダイムを放棄して，発達した信用制度を持っ現実

の貨幣経済一「ウォールストリート」パラダイムーを前提とする分析

枠組みが必要とされる。このように，ミンスキーが「村の定期市」パラダ
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イムから「ウォールストリート」パラダイムヘの転換を主張したのは，純

粋交換モデルの貨幣観に対する強い不満があったからにほかならない．

　そもそも，欲望の不一致による交換の行き詰まりを解決する手段として

のみ貨幣をとらえると，資本主義経済の特質を大きく見誤るのはなぜだろ

うか。マルクス（K．Marx）の図式を使って結論を先取りすれば，純粋交

換モデルの貨幣観に固執するかぎり，財に対する欲望の充足を目的とする
　　　　　　　　ラ
「単純な商品流通」C一ルf－C（Cは商品，Mは貨幣）の流通形式だけが考察

対象とされ，貨幣的利潤の獲得を目的とする流通形式，すなわち，「資本
　　　　　　　（9）
としての貨幣の流通」M－C一ル〆（M’＝M＋∠M，、4！t4は剰余価値（surplus

value）または利潤（pront）を指す）を考察することができないからで

ある。M－C一ル〆（規oηθy－co常窺04∫‘：y覗07θ規oηの）の流通形式は，終点の

貨幣が新たな価値増殖過程の起点になるので，「1t4－C一ルf’循環」と呼ぶに

ふさわしい．よく知られているように，114－C－114’循環は，流通部面に現

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロの
れるかぎりでの資本の運動を表す「資本の一般的定式」である．1回かぎ

りの産業資本の運動は，P規を生産手段（means　of　production），Lρを

労働力（labor　power），．。．P＿を生産過程（production　process），C〆を

（剰余価値または利潤を含む）商品として，次のように書くことができる．

　　　　　M－C（P窺，五力）＿．．．．，．P＿。＿．C’一ルf’（＝M＋∠4ルf）

最初に資本家は生産手段と労働力を買う（ルf－C）．次に，資本家は，雇い

入れた労働者に生産手段（原材料や道具・機械）を用いて商品を生産させ

る（…P・・9）．そして，生産された商品を市場で（資本家が要求する利潤

を含む価格で）販売することに成功すれば，最初に投下した貨幣額を剰余

価値（あるいは利潤）とともに回収できる（C’一〃つ．剰余価値を含む商

品（C’）を生産するだけでなく，その商品の販売をつうじて貨幣の形で剰

余価値（または利潤）を獲得すること一剰余価値（または利潤）の実現

（realizationofsurplusvalue［orpro6ts］）一は，資本主義経済の必
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須条件である．このように，純粋交換モデルに対するオルタナティブとし

ての政治経済学アプローチを提唱するからには，貨幣的利潤の実現とルf－

C－1曜循環を説明する貨幣経済観が必要とされる．ハ4－C－M’循環を含む理

論枠組みに関連して，後ほど詳しく論じるように，次の3っの論点が重要

である．

　第1に，ルf－C一ルf’循環を説明するうえで，直接交換（物々交換）と貨

幣を媒介とする間接交換との区別は何の役にも立たない．ちょっと考える

と，異なる商品（たとえば商品1［Cl］と商品2［C2］）どうしの直接交換

（CrC2）と貨幣を媒介とする間接交換（q－M－C2）との相違こそが貨幣経

済をめぐる問題の核心であるかのように見える．しかし，商品1の販売

（Cl一ルf）をっうじて商品1の最初の所有者が貨幣所有者になり，続いてそ

の貨幣所有者が目分の望む商品2を購入する（M－C2）という過程（C1一

ハ4－C2）は，財に対する欲望の充足を目的とする流通形式であって，貨幣

的利潤の実現を目的とするルf－C一ルf’循環とは本質的に異なる，純粋交換

モデルの貨幣観（欲望の不一致による交換の行き詰まりを解決する交換手

段としての貨幣）に固執するかぎり，ルf－C－！14’循環を説明することはで

きない．

　第2に，ルf－C一ルプ循環を考察するためには，購買されるさまざまな商

品の使用価値だけでなく，貨幣の社会的機能（商品貨幣のみを考察対象と

する場合には，一般的等価としての機能）から生じる「貨幣の形式的使用
　（11）

価値」も含む理論枠組みが必要である．購買される商品の使用価値だけで

なく，貨幣の社会的機能から生じる貨幣の使用価値も含む枠組みでは，商

品の販売（Cl一ルf）に成功すれば，その商品がそれを欲する人の手に渡る

と同時に，その商品の最初の所有者は貨幣を獲得するが，彼または彼女に

とって貨幣は一般的等価物としての社会的機能から生じる使用価値を持ち，

言い換えれば，貨幣もその一般的等価物としての機能ゆえに1っの欲望対
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象なのである．ルf一ひルf’循環が成立する世界では，一般的等価物として

の社会的機能ゆえに貨幣が取引当事者にとって独特な使用価値を持つから

こそ，より多くの貨幣を獲得するために貨幣を手放す流通形式が意味を持

つ．したがって，ルf－C一〃『F循環が成立する世界では，貨幣は取引当事者

の動機や意思決定に対して重大な影響を及ぼすのである．これに対して，

単純な商品流通（CrM－C2）だけを含む純粋交換モデルの世界では，貨幣

は欲望対象と引き換えに手放される交換の媒介物でしかないので，目分の

商品の販売（C1一ルf）に成功した人は，直ちに自分が欲する商品を購買

（ルトC2）する．それゆえ，純粋交換モデルにおいて貨幣は，絶えず持ち手

を変える交換の媒介物にすぎず，交換当事者の行動に対して何の影響も与

えない．

　第3に，経済全体としての貨幣的利潤の実現を説明するためには，発達

した銀行組織を基礎とする信用貨幣を全面的に導入した理論枠組みが必要

である．カレッキー（M．Kalecki）やケインズ（J，M．Keynes）を源流

とするポストケインズ派の視座を入れて結論を先取りすれば，（個別資本

家ではなくて）経済全体としての資本家階級は，発達した銀行組織による

信用創造の仕組みと，遊休生産能力と失業労働者の存在を基礎として，貨

幣的利潤の実現のために必要な貨幣を実物投資の実行をっうじて目ら投入

する．等労働量交換の体系としての諸商品の価値関係から導かれる商品貨

幣（commodity　money）を基礎とする分析枠組みでは，経済全体として

の貨幣的利潤の実現を説明することはできない．

　本稿の目的は，純粋交換モデルに対するオルタナティブとしての政治経

済学アプローチの独自性を貨幣経済の観点から明らかにするための基礎作

業として，貨幣的利澗の実現と114－C一ハ4’循環に関する理論枠組みに要求

される条件を理論史的な視座から考察することにある，第2節では，『雇

用，利子および貨幣の一般理論』（Keynes，1936）に先立っケインズの論
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文「生産の貨幣理論（monetary　theory　of　production）」（Keynes，1933）

を検討し，物々交換（CrC2）と間接交換（Cl一一114－C2）の区別で前提にお

かれるのは，交換の媒介物としての貨幣であり，それは交換当事者の行動

に何の影響も与えないという意味で中立的貨幣であることを明らかにする，

さらに，『一般理論』の準備草稿（Keynes，1979）にもとづいて，単純な

商品流通（CrM－C2）に相当する「協同経済」と114－C－！し4’循環に相当す

る「企業者経済」との区別こそが「生産の貨幣理論」の展開にとって重要

であることを明らかにする．第3節では，商品貨幣の前提に制約されなが

らもマルクス『資本論』第1部の貨幣論は，中立的貨幣の枠組みを克服し，

ルf－C－M「’循環にもとづく貨幣的生産経済の枠組みにとって決定的に重要

な視角を提供することを明らかにする．具体的には，マルクスの価値形態

論と交換過程論との関連を再検討し，一般的等価物としての社会的機能か

ら生じる「貨幣の形式的使用価値」こそが，単純な商品流通（Crハ4－C2）

と資本としての貨幣の流通（ルf－C－M『’循環）との区別にとって決定的に

重要であり，物々交換（CrC2）と問接交換（CrM－C2）との区別にもと

づく中立的貨幣の枠組みから抜け出す鍵であることを明らかにする．購買

されるさまざまな商品の効用だけでなく，一般的等価物としての機能から

生じる貨幣の使用（効用）を含む分析みのなかでは，商品の販売（C一ルf）

を当該商品の「使用価値としての実現」と「価値としての実現」の同時達

成として把握し，商品の購買（M）を貨幣の使用価値の実現として把握す

ることができる．逆に，貨幣の社会的機能から生じる「貨幣の形式的使用

価値」を導くことに失敗すれば，物々交換（CrC2）と間接交換（Cr114－

C2）との区別にもとづく中立的貨幣の枠組みから抜け出すことができない．

第4節では，マルクス貨幣論は，「資本としての貨幣の流通」あるいは

「企業者経済」の視点（ルf－C－M’循環）に欠かせない商品価値の貨幣的実

現という論点を提出した点で画期的意義を持っけれども，等労働量交換を
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前提にした商品貨幣モデルが貨幣的利潤の実現機構に解明にとって抜きが

たい障害になることを確認する．そのうえで，暫定的結語として，経済全

体としての貨幣的利潤の実現を説明するためには，信用貨幣（credit

money）を全面的に導入しなければならないことを示す．商品貨幣モデ

ルでは，商品価値の貨幣的実現は説明できるが，貨幣的利潤の実現を説明

することはできないからである．

第2節 「企業者経済」（班一C一ルf’循環）としての

資本主義経済と貨幣観

　現実の経済に対する分析視角が違えば，貨幣観も当然に違ってくる．交

換の媒介物あるいは交換手段としての貨幣のとらえ方は，けっして普遍的

な公理ではない．本節では，『雇用，利子および貨幣の一般理論』に先立

つケインズの論文に見られる経済システム類型論を手がかりとして，M－

C一ル〆循環を特徴とする「企業者経済」の分析的基礎としての貨幣論の構

築こそがわれわれの課題であることを明らかにする．

　1．物々交換・実物的交換経済・貨幣経済一ケインズ「生産の貨幣理

　　論」一

　物々交換（C1－C2）と間接交換（Cr〃」C2）との区別にもとづく通俗的

な貨幣観では，取引当事者の動機や意思決定に影響を与えない中立的貨幣

しか扱うことができない．この論点をきわめて明確に述べたのが，シュピ

ートホフ記念論文集に収められたケインズの論文「生産の貨幣理論」

（Keynes，1933）である．冒頭の文章一「私の意見では，恐慌の問題が

未解明であるか，とにかくこの理論がきわめて不満足である主要な理由は，

生産の貨幣理論（窺0麗砲ぴ♂hgOぴ0∫ρ70伽C蜘η）と称してよいものが無
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　　　　（12）
いことである．」一で「生産の貨幣理論」の必要性を提起したうえでケ

インズは，物々交換と間接交換との区別にもとづく通俗的な貨幣観と「生

産の貨幣理論」との根本的な相違にっいて，次のように述べる．

　　「物々交換経済と貨幣経済とのあいだに通常おかれる区別は，交換を

　達成するための便利な道具として一たいへん便利だが，その効果は一

　時的で中立的な道具として　　の貨幣の使用を前提とする．貨幣は，衣

　服と小麦とを結びっけるものでしかなく，あるいは，丸木舟をっくるの

　に費やされたその日の労働と穀物の収穫に費やされたその日の労働を結

　びっけるものでしかないと見なされる．取引を行う人々の頭のなかで貨

　幣が実体的な事物と事物のあいだに存在するということから貨幣が取引

　の本質的な性質に対して影響を及ぼしたり，あるいは，貨幣が取引当事

　者の動機や意思決定を修正したりすることはないと想定される．っまり，

　貨幣は，用いられるのだが，ある意味で中立的（η¢麗剛）であると扱

　われる．

　　しかし，それは，生産の貨幣理論を欠いていると私が言うときに念頭

　にある区別ではない。貨幣を使うが，実体的な事物や実物資産の取引ど

　うしの中立的な連結具としてのみ貨幣を使い，貨幣を動機や意思決定の

　なかに入りこませないような経済は一もっと良い名称がないので一

　実物的交換経済（70α‘一飢漉αηgθ200η0窺y）と呼んでよいであろう。私が

　ぜひ欲しいと考える理論ならば，これとは対照的に，次のような経済を

　扱うであろう．それは，貨幣が独目の役割を演じ，動機や意思決定に影

　響を及ぼすような経済であり，要するに，貨幣が状況に作用する要因の

　1っであるので，長期的であれ短期的であれ，最初の状態と最後の状態

　のあいだでの貨幣の動向を知らないと事態の推移にっいて見通しを立て

　ることのできない経済である．そして，われわれが貨幣経済（窺oηθ如別

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）
　εωηo彿y）にっいて語るときに言うべきものは，まさにこれである．」
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　物々交換（衣服一小麦）と間接交換（衣服一貨幣一小麦）との区別にも

とづく貨幣観では，貨幣は「交換を達成するための便利な道具」であり，

「取引当事者の動機や意思決定」に影響を及ぼさないという意味で貨幣は

「中立的」と扱われる．物々交換では欲望の不一致に起因する交換の行きト

づまりが避けられないが，誰もが交換を拒まない財が交換の媒介物として

選択されることによって不便が解決されるという物語は，スミスの貨幣発
（14）

生論から今日の経済学テキストブックの多くに至るまで広く採用されてい

る．しかし，ケインズの観点からすれば，物々交換と間接交換との区別に

もとづく貨幣観や，以上のような「交換の行き詰まり」物語による貨幣発

生論が採用されると，取引当事者の動機や意思決定に対して何の影響も与

えない中立的貨幣を想定することになる，物々交換との対比で間接交換と

して特徴づけられた貨幣経済は，ケインズに言わせると，貨幣が取引当事

者の動機や意思決定に対して貨幣が何の影響も与えない「実物的交換経

済」である．これに対して，ケインズの「生産の貨幣理論」が考察対象と

するのは，間接交換と貨幣の中立性を特徴とする「実物的交換経済」では

なく，「貨幣が独自の役割を演じ，動機や意思決定に影響を及ぼすような

経済」であるとされる．

　2．協同経済・中立的経済・企業者経済一ケインズ『雇用の一般理論』

　　草稿

　以上に見た「生産の貨幣理論」（Keynes，1933）で強調されるように，

貨幣が取引当事者の動機や意思決定に影響を及ぼす径路を考えるうえで決

定的に重要なのは，物々交換と間接交換の区別ではなく，実物的交換経済

と貨幣経済の区別である．そして，実物的交換経済と貨幣経済との区別と

いう論点は，1933年12月の『雇用の一般理論』の目次で「協同経済と企
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）
業者経済との区別」というタイトルが付けられた章の草稿において，古典
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派経済学の貨幣経済観とケインズが構想する「一般理論」における貨幣経

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）
済観との根本的な相違という形でいっそう詳細に論じられる．「古典派経

済学の公準はどんな条件のもとで満たされるのか」をめぐるケインズの議

論を立ち入って検討しよう．

　最初に，生産要素の報酬と総産出物の分配に関する古典派経済学の前提

が要約される．

　　「古典派経済学の前提では，生産要素がその報酬として要求し受け取

　るものは，それらの生産要素が生産することのできるあらゆる種類の総

　産出物からの予め決められた分け前にほかならず，おのおのの生産要素

　の需要も供給も，産出物一般で表された要素報酬の期待される大きさに

　依存する．生産要素が産出物の分け前を何よりも現物で受け取らなけれ

　ばならないことは必須ではない一生産要素が貨幣で支払を受けても状

　況は実質的に同じである．ただしこの場合，生産要素のすべては，その

　貨幣の全額を直ちに経常産出物のなかから選択した部分の購買にために

　支出することを目的として，貨幣を一時的な便宜と受け入れるというこ
　　　　　　（17）
　とが条件である．」

　ここに見られるように古典派経済学では，所与の生産要素によって生産

可能な（実物表示の）「総生産物」からの「予め決められた分け前」とし

て，生産要素の報酬が説明される。生産要素の報酬が貨幣で支払われても，

次の条件付きで現物払いの場合と状況は同じである．その条件とは，貨幣

で支払われた生産要素の報酬の全額が直ちに経常産出物の購買のために支

出され，それゆえ，貨幣はもっぱら交換の媒介物として用いられるという

ことである．生産要素の報酬の全額が経常産出物の購買に支出されるこの

場合は，「生産の貨幣理論」論文（Keynes，1933）で扱われた「実物的交

換経済」に相当する。このように古典派経済学で前提におかれる経済とは，

物々交換の形では「生産要素の協同的な努力による実際の産出物を，合意
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ずみの割合で分けることによって生産要素が報酬を受けるようなコミュニ
（18）

ティ」であり，あるいは，生産要素の報酬と経常産出物の売上高が集計的

にっねに等しいことを条件とする特殊な貨幣経済であると言える。そこで，

古典派経済学とケインズの「一般理論」との区別に関連して次のような経

済システムの類型が提示される．

　　「第1のタイプの社会を実質賃金経済あるいは協同経済（紹αムωαgε

　07co－o喫猶α伽θθcoπo窺y）と呼ぶ．第2のタイプの社会では，企業者に

　よって生産要素が貨幣と引き換えに賃借されるが，何らかの種類のメカ

　ニズムが存在して，その生産要素の貨幣所得の交換価値が集計的には，

　経常産出物のうち協同経済であればその生産要素の分け前になったであ

　ろう割合とつねに必ず等しくなる．こうした第2のタイプの社会を，中

　立的な企業者経済（η¢厩7α偲η惚餌θ麗躍θcoηo窺y）あるいは，簡単に

　中立的経済（η¢麗ππθcoηo魏y）と呼ぶ．第2のタイプをその極端な場

　合とする第3のタイプの社会では，企業者は貨幣と引き換えに生産要素

　を賃借するが，以上のようなメカニズムは存在しない，この第3のタイ

　プの社会を貨幣賃金経済，あるいは，企業者経済（規o麗y一～槻gσ07θη惚一

餌θ紹雄2ωηo解y）と呼ぶ．／これらの定義から明白なことだが，私た

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）
　ちが今日実際に生活しているのは，企業者経済である．」

　先に見た物々交換経済が第1類型の「実質賃金・協同経済」に相当し，

生産要素の報酬の全額と経常産出物の売上高との恒等を条件とする特殊な

貨幣経済が第2類型の「中立的な企業者経済」あるいは「中立的経済」に

相当する．ここで新たに問題としなければならないのは，「中立的経済」

の特殊な条件に依存しない第3類型の「貨幣賃金・企業者経済」の特質で

ある．具体的には，「企業者経済」と特徴づけられる現実の経済において，

企業者が生産過程を開始する誘因となるものは何かが問題の核心である．

　　「企業者経済における生産の法則は次のように述べることができる．
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　産出物の販売から期待される貨幣表示の売上高（money　proceeds）が

　生産過程を開始しなければ避けられる貨幣表示の費用（money　costs）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）
　と少なくとも等しいということでなければ，生産過程は開始されない．」

　ここに見られるように，「企業者経済」で生産過程が開始される要件は，

産出物の販売による貨幣表示の期待売上高が貨幣表示の費用以上となるこ

と，すなわち，正の貨幣的利潤が期待されることである．さらに，企業者

が雇用を増加させる誘因に関する「実質賃金・協同経済」と「企業者経

済」の根本的な相違は次のようである．

　　「実質賃金経済と協同経済では，追加的1単位の労働が社会的生産物

　に追加するものが，追加的雇用の不効用（disutility）と釣り合いをと

　るに足る10ブッシェルの小麦に等しい交換価値を持っと期待される産

　出物であるならば，この追加的1単位労働の雇用を妨げるものは何もな

　い．したがって，古典派理論の第2公準が満たされる，しかし，貨幣賃

　金経済あるいは企業者経済では，その基準は異なる．生産が行われるの

　は，生産要素を賃借するときの100ポンドの支出が，少なくとも100ポ

　ンドで売れると期待される産出物を生み出す場合だけである．これらの

　条件のもとでは，中立的経済という極端な場合を除くと，第2公準は満
　　　　（21）
　たされない．」

　古典派経済学が考察対象とする「実質賃金・協同経済」では，1単位の

労働が追加されるための条件は，追加的労働の不効用を補償する産出物

（10ブッシェルの小麦）と労働の限界生産物との均等にあり，これは「古
　　　　　　　（22）
典派理論の第2公準」の成立を意味する。これに対して，「貨幣賃金・企

業者経済」で生産過程が開始される要件は，産出物の期待売上高が生産要

素の賃借のための費用を上回り，正の貨幣的利潤が期待されることである．

このように，「実質賃金・協同経済」（および「中立的な企業者経済」）を

考察する古典派経済学では労働者の効用最大化が労働の追加的雇用の要件
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であるのに対して，「貨幣賃金・企業者経済」を考察するケインズの「一

般理論」では，労働者の効用最大化とは無関係に，正の貨幣的利潤の発生

が労働の追加的雇用の要件となるのである．

　このように，「実質賃金・協同経済」と「中立的な企業者経済」で許容

される産出量と雇用の拡大でも，「貨幣賃金・企業者経済」では一期待

される貨幣的利潤が企業者にとって満足できる水準でないという理由で

一許容されない可能性がある，そこでケインズは，「協同経済でならば

生産されるであろう産出物が，企業者経済においては『利益をもたらさな

い（unprofitable）』かもしれないことにっいての説明は，略して有効需

要の変動（伽c如副oηso∫θ弼cc孟歪泥磁解αn4）と呼べるもののなかに見つ

　　　　　（23）
かるはずである」と述べて，貨幣的利潤の観点から「有効需要の変動」に

ついて次のように説明する．

　　「可変費用（何が可変費用に含まれるかは，考察対象とする期間の長

　さしだいである）に対する販売金額の超過分を参照することによって，

　有効需要を定義することができる．この超過分が変動すれば有効需要も

　変動する．可変費用に対する販売額の超過分が何らかの正常値（まだ定

　義されていないが）を下回ると有効需要は不足になり，その超過分が正

　常値を超えると有効需要は過剰になる，協同経済では，あるいは，中立

　的経済では，販売金額が可変費用を一定額だけ超過すれば，有効需要の

　変動はありえない．また，雇用量を決める要因を考察する場合には有効

　需要の変動を無視することができる．しかし，企業者経済では，有効需

　要の変動は雇用量を決定する支配的な要因であるかもしれない．したが

　って，本書［『雇用の一般理論』］での主な関心は，以上の意味に解釈さ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）
　れる有効需要の変動の原因と結果を分析することにある．」

　ここに見られるように，「可変費用……に対する販売金額の超過分」す

なわち貨幣的利潤の観点から有効需要が定義され，貨幣的利潤（＝販売金
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額一可変費用）の「正常値」を基準として有効需要の「過剰」と「不足」

が語られている．しかも，「企業者経済」では「有効需要の変動」が雇用

量の決定要因の1つに位置づけられる．この文章にはまだ明示的な説明は

ないが，『雇用の一般理論』の核心が次の論点にあることは明らかであろ

う．すなわち，「企業者経済」では，労働の雇用量の拡大は，企業者が要

求する貨幣的利潤の「正常値」によって限界づけられており，同時に，貨

幣的利潤の「正常値」が実現されるか否かは有効需要の大きさに左右され

るという論点がそれである．非目発的失業を残したまま「企業者経済」が

均衡状態に達することを説明するためには，産出量の拡大に画される限度

を貨幣的利潤の観点から説明し，かっ，この限度が完全雇用をもたらす産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）
出量の水準よりも低いことを論証しなけれはならないであろう．

　以上の詳論にもとづいて，「実質賃金・協同経済」あるいは「中立的な

企業者経済」と「貨幣賃金・企業者経済」との根本的な相違が，マルクス

の「単純な商品流通」（C－！14－C）と「資本としての貨幣の流通」（ルf一ひルf’）

　（26）
の図式を援用して，次のように要約される．

　　「協同経済（co－operative　economy）と企業者経済（entrepreneur

　economy）との区別には，カール・マルクスによる示唆に富む見解と

　若干の関わりがある　　ただし，この見解をマルクスはその後で使った

　が，その使い方はきわめて非合理的だった．マルクスは，現実の世界で

　の生産の性質が，経済学者たちがしばしば想定するように，ひM－C’の

　ケース，すなわち，商品（あるいは努力）を他の商品（あるいは努力）

　を得るために貨幣と交換するケースではないと指摘した．これは，私的

　な消費者の立場であるかもしれない．しかし，それ・は実業界の態度では

　ない．この場合は，1t4－C一〃rノであり，貨幣を得るために，商品（ある

　いは努力）と引き換えに貨幣を手放すのである．このことは，以下の理

　由から重要である．
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　　古典派理論の想定では，企業者が生産過程を開始する用意があるかど

　うかは，目分の取り分になると期待する生産物で測った価値に依存する

　という，っまり，古典派理論の想定では，より多くの雇用を提供する誘

　因が企業者にあるのは，自分のためのより多くの生産物が期待できる場

　合だけである．しかし，企業者経済においては，これでは，事業計算の

　性質を誤って分析することになる．企業者は生産物の量ではなく，目分

　の取り分となる貨幣の額に関心を持っ．企業者はそうすることによって，

　自分の貨幣利潤（money　pront）を増やすと期待するならば，たとえ

　この利潤が以前よりも少ない量の生産物を表すとしても，産出量を拡大
　　　　　（27）
　しようとする．」

　引用文の前半でケインズは，他の商品の購買を目的とする商品の販売
　　（28）
「C一ルf－C’」（単純な商品流通）ではなく（より多くの）貨幣を得るために

貨幣を手放す「1レf－C過4’」循環（資本としての貨幣の流通）が「現実の世

界での生産の性質」であるというマルクスの見解を紹介し，こうした流通

形式の区別が「協同経済」と「企業者経済」の区別に「若干の関わり」が

あると言う．引用文の後半ではより詳細に，古典派理論における企業者像

とケインズの『雇用の一般理論』で考察される「企業者経済」との根本的

相違が示される．古典派理論では企業者が生産過程を開始し雇用を増やす

誘因になるのは，「生産物で測った価値」や「より多くの生産物」っまり

実物的な生産物の増加である．これに対して「企業者経済」では，企業者

が産出量を拡大する誘因になるのは，「生産物の量」ではなく，獲得され

る「貨幣の額」や期待される「貨幣利潤」の増加である．このように，

「企業者経済」としてケインズが認識する資本主義経済では，産出量や雇

用が拡大される誘因は，実物的な剰余生産物の量ではなく，期待される

「貨幣利潤」（ルf－C一ルf’循環におけるルプとMの差額）であることが改め

て確認される．
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　3．「企業者経済」の分析的基礎としての貨幣経済観

　前項で見たケインズの『雇用の一般理論』草稿（Keynes，1979）にお

ける「協同経済」（あるいは「中立的な企業者経済」）と「企業者経済」と

の比較分析からわかるように，現実の経済に対する分析視角の違いが貨幣

観の対立のうえに色濃く反映する．実物的な生産物の増加や財に対する取

引当事者の欲望の充足を目的とする「協同経済」（Crルf－C2）にふさわし

いのは，単なる交換の媒介物，すなわち，取引当事者の動機や意思決定に

何の影響も及ぼさない中立的貨幣である，これに対して，貨幣的利潤の実

現を目的とする「企業者経済」（M－C－114’循環）では，企業者たちが産出

量や雇用量の拡大を決意するか否かは，彼らが要求する水準の貨幣的収益

性が期待されるか否かにかかっている．「企業者経済」において貨幣は，

取引当事者の行動に対して中立的な「交換の媒介物」ではなく，未知の将

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）
来と取り消しのきかない過去とを結びっける環として，投資や雇用などに

関する企業者の意思決定とそれに左右される実現利潤の大きさや労働者の
　　　　　　　　　　　　　（30）
境遇に対して深刻な影響を及ぼす．

　したがって，ケインズの経済システム類型論を学んだ私たちの重要な課

題は，「協同経済」の視点（C1－114－C2）と「企業者経済」の視点（114－C一

ル〆循環）との根本的な違いを踏まえて，貨幣的利湖の実現を目的とする

「企業者経済」の分析にふさわしい貨幣理論を構築することである．交換

の媒介物あるいは交換手段としての中立的貨幣観を普遍的な公理であるか

のように教えるテキストブックも少なくないが，「企業者経済」の分析的

基礎としての貨幣論を組み立てるためには，そうした中立的貨幣観を捨て

なければならない．産業資本の運動を反復した図式，すなわち，．。．P＿C’

一ル〆・M－C（P規，劫）＿P．．，C一ハ4㌧ハ4－C（Pアn，Lρ）＿P．。C’一ルf’・M－C

（P窺，五ρ），．．を書くと，「産出物一貨幣一生産要素（生産手段と労働力）」

［C一ルf’・1匠一C（P規，Lρ）］の流通形式が見いだされるので，「企業者経済」
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を「協同経済」に還元することができるかに見える．しかし，「産出物一

貨幣一生産要素」の観点から産業資本の反復的運動を見る場合，生産要素

に対する需要総額は産出物（生産過程で生産された完成生産物）の供給総

額とっねに等しく，貨幣は産出物の持ち手変換を媒介する交換手段として

のみ機能すると想定しなければならない．ケインズによる経済システム類

型論で言えば，「産出物一貨幣一生産要素」の観点から産業資本の反復的

運動を考察することは，古典派経済学と同じように「実物的交換経済」あ

るいは「中立的経済」の角度から経済を見ることを意味する。「産出物一

貨幣一生産要素」の観点に固執するかぎり，貨幣が企業者の動機や意思決

定に及ぼす影響一たとえば，何らかの方法で調達した資金を実物資産の

購入に支出するか，それとも現金や金融資産で保有するかの意思決定一

を分析対象とすることができず，セー法則を想定した分析枠組みに安住し

なければならなくなる．したがって，「企業者経済」から「協同経済」や

「中立的経済」へと視点を移してセー法則を想定した世界に逆戻りするこ

とではなくて，貨幣的利潤の実現を目的とする「企業者経済」の分析的基

礎となる貨幣理論の構築こそが，私たちの課題である．

　先に見たように，現実の資本主義経済を分析対象としつつも，「交換の

行き詰まり」物語にもとづく貨幣発生論や交換の媒介物としての中立的貨

幣観を愛好するテキストブックはけっして少なくない．その理由は，購買

される商品の使用価値だけでなく，貨幣の社会的機能から生じる貨幣の使

用価値も考察対象に含む分析枠組みが用意されていないからである．しか

し，次節で見るように，『資本論』第1部でのマルクスの貨幣論は，商品

貨幣の前提に制約されながらも，一般的等価物としての社会的機能から生

じる貨幣の使用価値を含む理論枠組みを提供している．購買される商品の

使用価値だけでなく貨幣の独特な使用価値も含む理論枠組みのなかでのみ，

単純な商品流通（Crルf－C2）と区別される資本としての貨幣の流通（ルf－
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C一〃『’循環）を考察することができる．

しく見よう．

これらの論点にっいて，次節で詳

第3節　マルクス貨幣論と「企業者経済」の視点（ハ4一ひルf’循環）

　貨幣的利潤の実現を目的とする「企業者経済」の視点にふさわしい貨幣

理論の枠組みを考える場合，ルf－C過4’循環の基礎にある『資本論』第1

部（Marx，1964）におけるマルクスの貨幣論を詳しく検討する必要があ

る．よく知られているように，「第2編　貨幣の資本への転化」で資本の

一般的定式（ルf－C－1t4’）が考察されるよりも前に，「第1編　商品と貨幣」

「第1章商品」の「第3節価値形態または交換価値」（以下では「価値

形態論」と呼ぶ）と「第2章　交換過程」（以下では「交換過程論」と呼

ぶ）において，信用貨幣を捨象してもっぱら商品貨幣（典型的には金貨

幣）を考察対象として，貨幣経済の分析的基礎が確立される．価値形態論

の論理構造や交換過程論の理論的意義はいぜんとして論争を呼ぶテーマで

ある．価値形態論では，諸商品の価値関係（その内実は商品に表された労

働の抽象的人間労働の側面での同等性である）を媒介として一般的等価物

としての貨幣の社会的機能が導かれる．そのうえで，交換過程論では，使

用価値に対する欲望にのみ左右される商品所有者の交換行為が考察され，

一般的等価物としての貨幣の社会的機能から生じる貨幣の「形式的使用価
（31）

値」が論定される．前節第1項で言及したように，物々交換（CrC2）と

対比される間接交換（CrM－C2）として貨幣経済を把握し，取引当事者の

あいだの欲望不一致による「交換の行き詰まり」を解決する交換の媒介物

として貨幣を説明するのが，スミスから今日のテキストブックに至るまで

採用され続けている貨幣発生論である．こうした「交換の行き詰まり」物

語にもとづく貨幣発生論に対する1っのオルタナティブになるのが，マル
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クス貨幣論の枠組みであり，そこでは，購買される商品の使用価値だけで

なく，一般的等価物としての社会的機能から生じる貨幣の使用価値も考察

対象とされる．貨幣の使用価値を含む枠組みのなかでは，商品の販売

（C－M）は当該商品の「使用価値としての実現」と「価値としての実現」

が同時に達成される過程として把握され，商品の購買（1匠一C）は貨幣の

使用価値の実現として把握される，価値形態論と交換過程論から成る商品

貨幣に関するマルクスの基本的な枠組みでは，貨幣の社会的機能は一般的

等価物（すべての商品に共通な等価形態）に限定されるけれども，一般的

等価物としての貨幣の社会的機能が貨幣の独特な使用価値と論定され，一

般的等価物の機能ゆえに取引当事者にとって貨幣が欲望対象の1つとして

意味を持つ．貨幣利潤の実現（剰余価値の実現）を目的とする「資本とし

ての貨幣の流通」（ルf℃一ハグ循環）を論じるためには，貨幣の社会的機能

から生じる貨幣の使用価値を含む分析枠組みが欠かせない．

　しかしながら，従来の研究では，価値形態論と交換過程論を中心とする

マルクス貨幣論の分析枠組みが，スミス以来の交換の媒介物としての貨幣

発生論を精緻化したもの，あるいは，それに帰着する論理として解釈され

ることが多かった．購買される商品の使用価値だけでなく貨幣の使用価値

も含む分析枠組みの意義が理解されなかった結果として，ケインズによる

経済システム類型論を借りれば，マルクス貨幣論が「実物的交換経済」や

「中立的経済」と呼ぶにふさわしい古典派経済学の分析枠組みへと先祖返

りさせられ，マルクスの貨幣経済観に含意された「企業者経済」の視点

（ルf－C一ルf’循環）が見逃されてきたのである．そこで本節では，『資本論』

第1部でのマルクス貨幣論を再検討し，物々交換（CrC2）と間接交換

（Cr114－C2）との区別にもとづく中立的貨幣ではなく，貨幣の社会的機能

（一般的等価物あるいは全商品の価値の現象形態としての機能）から生じ

る貨幣の独特な使用価値こそが，「企業者経済」の視点（ルf一ひルf’循環）

　　　　　　　　　　　　　　170



マルクス貨幣論と貨幣的生産経済

に欠かせない要因であることを明らかにする，

　L価値形態論における貨幣一価値関係を媒介とする貨幣（一般的等

　　価物）の導出

　過度の単純化を恐れずに言えば，オリジナルな形でのマルクスの価値形

態論の核心は，多数商品のあいだの価値（操作可能な概念で言えば，商品

1単位の生産に直接・間接に必要な労働量）としての同等性関係（価値関

係）を一商品に表された労働の二重性格（使用価値をっくる側面では互

いに異質な具体的有用労働であるが，価値をっくる側面では互いに同質な

抽象的人間労働であること）を媒介として一商品の価値表現として解釈

するための論理的手続きにある．労働価値論の視点から定義される多数商

品のあいだの価値関係は，使用価値に対する商品所有者の欲望には左右さ

れないことに注意してほしい．オリジナルな形の価値形態論では，以下に

示すように，多数商品間の価値どおりの交換（各商品の投下労働量に比例

した交換）を根拠として，商品の価値表現の発展が追跡される．

　最も単純な事例で言えば，互いに異なる使用価f直を持っ2商品A，B

（たとえば商品Aを「自動車」，商品Bを「米」と考えてもよい）の価値

関係には，商品Aの価値表現膨量の商品Aは宮量の商品Bに値する」

（商品Aが相対的価値形態，商品Bが等価形態に立つ）と，商品Bの価

値表現財量の商品Bは∫量の商品Aに値する」（商品Bが相対的価値

形態，商品Aが等価形態に立っ）が含まれるが，これらの2っの価値表
　　　　　　　　　　　　　　　（32）
現は同時にではなく交互にのみ成立する．たとえば商品Aの相対的価値

表現の構造を示すと，商品Aの価値表現険量の商品Aは写量の商品B

に値する」の内部では，商品B（等価形態）の自然形態はもっぱら価値の

現象形態として機能するのに対して，商品A（相対的価値形態）の自然

形態は単なる使用価値として意味を持つ．商品B（等価形態）の自然形態
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が「価値の現象形態」として機能する理由は，商品A（相対的価値形態）

に表された労働の価値形成性格は，他の商品B（等価形態）に表された労

働の価値形成性格との同等性を根拠としてのみ説明されうるのであって，

けっして単独では（商品Bに表された労働の価値形成性格とは無関係に）

説明されないという事情にある（相対的価値形態の商品Aに関する「価
　　　　　　　　　　ラ
値形成労働の独自な性格」）．もちろん，商品Aと商品Bに表された労働

は，使用価値をっくる側面では（「自動車」をっくる組立労働と「米」を

っくる農耕労働のように），互いに異質な具体的有用労働である．商品A

（相対的価値形態）に表された労働に関する上記のような「価値形成労働

の独目な性格」を理由として，商品Aの価値性格が（商品Aとは使用価

値の面で異なる）商品Bの自然形態の形をとって表現されるのである．

ここで重要なのは，相対的価値形態の商品Aに関する「価値形成労働の

独目な性格」を根拠として，等価形態に立っ商品Bの自然形態によって

担われる（価値の現象形態としての）独特な機能が導かれるのであって，
　　　　　　　　　r34）
その逆でないことである。

　個別商品の相対的価値表現に関する以上の議論を，任意の2商品の価値

関係に含まれる「単純な価値形態」（形態1）から多数商品の価値関係へ

と拡張すると，たとえは，個別商品Aの価値表現は随量の商品Aはぴ

量の商品B，または，z量の商品C，＿，等々に値する」という「全体的

価値形態」（形態II）へと拡張される．形態IIでは，個別商品Aの価値性

格が（商品Aとは使用価値の面で異なる）商品B，商品C等々（特殊的

等価物としてのさまざまな商品）の自然形態の形をとって表現される．そ

の理由は，形態1と同様に，商品A（相対的価値形態）に表された労働の

価値形成性格と，商品B，商品C等々（特殊的等価形態）に表された労

働の価値形成性格との同等性にある．形態IIを構成する個別商品Aの価

値表現陰量の商品Aは穿量の商品Bに値する」，降量の商品Aは言量
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の商品Cに値する」等々も，それぞれの逆の関係膨量の商品Bはτ量

の商品Aに値する」，「g量の商品Cは¢量の商品Aに値する」等々と同

時にではなく交互に成立する．個別商品Aの全体的価値形態を構成する

個々の価値表現に関するこうした「逆の連関」の論理から推論されるよう

に，個別商品Aの全体的価値形態（形態II）と，（商品Aを除くすべて

の）多数商品B，C，等々についての「一般的価値形態」（形態III）すなわ

ち吻量の商品B，または，～量の商品C，＿，等々は，¢量の商品Aに値

する」は，同時にではなく交互にのみ成立する．

　一般的価値形態（形態III）では，（商品Aを除くすべての）多数商品

B，C，等々の相対的価値表現が同時に成立することを条件として，1っの

商品Aが「一般的等価物」として機能する．形態IIIでも，相対的価値形

態に立っ多数商品B，C，＿，等々の自然形態はもっぱら使用価値として通用

するのに対して，一般的等価物としての商品Aの目然形態だけは「商品
　　　　　　　　（35）
世界の共通な価値姿態」一全商品の価値の現象形態一一として通用する．

ある1っの商品Aを一般的等価物とする一般的価値形態（形態III）が成

立する根拠となるのは，一般的等価物Aを除くすべての多数商品の相対

的価値表現が同時に成立することであり，さらに多数商品の同時的な相対

的価値表現の根拠は，あらゆる商品に表された労働の価値形成労働として

の同等性，すなわち，市場に登場する全商品の価値関係である．なお，マ

ルクスの価値形態論では，一般的価値形態（形態III）に続いて貨幣形態

（形態IV）にっいて論じられるが，形態IIIに対して形態IVが付け加え

る要因は，一般的等価物が特定の貨幣商品（たとえば金）に固定化するこ

とだけである．それゆえ，多数商品の相対的価値表現を条件とする一般的

価値形態（形態III）こそが「諸商品の価値関係に含まれる価値表現の発
（36）

展」の実質的な到達点であると言える，

　以上のように，オリジナルな形でのマルクスの価値形態論では，使用価
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値に対する商品所有者の欲望を考慮に入れずに，市場に登場する全商品の

価値関係（全商品に表された労働の価値形成労働としての同等性）のみを

根拠として，一般的等価物（全商品の価値の現象形態）として機能する貨
　　　　（37）
幣が導かれる．多数商品間の価値どおりの交換（各商品の投下労働量に比

例した交換比率）を前提として，個別商品の単純な価値形態から個別商品

の全体的価値形態，多数商品の一般的価値形態（および貨幣形態）に至る

価値表現の発展が追跡されるので，価値形態論で導かれる一般的等価物

（全商品の価値の現象形態）としての貨幣は商品貨幣（commodity

money，たとえば金）にほかならない．オリジナルな形の価値形態論で導

かれる多数商品の価格形態は，定義上，各商品の投下労働量にぴったり比

例した価格（価値価格）である，価値形態論で導かれる一般的等価物とし

ての商品貨幣からの推論を，発達した決済システムと銀行組織にもとづく

信用貨幣（credit　money）の経済にそのまま適用することは当然ながら

不可能である．しかし，労働価値体系を前提として商品貨幣を導くことが

マルクス貨幣論の最終目的なのではない．価値形態論で導かれた一般的等

価物としての貨幣の機能を今度は商品所有者の交換行為の観点から考察す

ることによって，マルクスの貨幣経済観は現実の資本主義経済システムの

核心へとしだいに近づいていく．

　2．交換過程論における貨幣一一一般的等価物としての機能から生じる

　　貨幣の使用価値

　『資本論』第1部の交換過程論では，一般的等価物（全商品の価値の現

象形態）としての貨幣の機能が，使用価値に対する欲望にのみ左右される

商品所有者の交換行為の観点から考察される．前項で見たように，一般的

等価物としての貨幣の機能を基礎づけるのは，多数商品の同時的な相対的

価値表現，およびその前提にある多数商品間の価値関係（すなわち，多数
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商品に表された労働の抽象的人間労働としての同等性）である．交換過程

論での貨幣の扱い方に関連してとくに注意を要するのは，商品所有者の交

換行為と商品の価値属性との関係である．明らかに商品所有者の交換行為

は，使用価値に対する彼または彼女の欲望にのみ左右される．よほど特殊

な仮定をおかないかぎり，目分が望まない商品と引き換えに自分の商品を

手放す商品所有者はいないと考えてよい，

　これに対して，商品所有者の交換行為と商品の価値属性との関係はけっ

して自明でない，『資本論』第1部の第1章第4節の「商品の物神的性格

とその秘密」（物神性論）のなかに，労働生産物の「価値性格」と商品所

有者との関係にっいて次の記述がある。

　　「したがって，人間が彼らの労働生産物を価値としてたがいに関連さ

　せるのは，これらの物が彼らにとって同種の人間的労働の単なる物的外

　皮（bloBsachlicheHUllegleichartigmenschlicherArbeit）として

　意義をもっからではない．逆である．彼らは，彼らの異種の生産物を交

　換において価値としてたがいに等置しあうことによって，彼らのさまざ

　まに異なる労働を人間的労働として等置する．彼らはそれを知らないが，
　　　　（38）
　それを行う．」

　「人間」とは市場で商品を交換しあう商品所有者を意味し，「同種の人間

的労働の単なる物的外皮」は「抽象的人間労働の凝固」としての商品の価
　　　　　　（39）
値属性を意味する．商品所有者たちは，商品の価値属性（抽象的人間労働

の凝固）を前提において，さまざまな商品を価値として関連させるのでは

ない．そうではなく，商品所有者たちがさまざまな商品を価値として等置

しあう過程のなかでのみ，それらの商品に表された労働の抽象的人間労働

としての同等性が実証される．というのも，さまざまな商品を市場で交換

しあう主体は商品所有者以外にはありえないからである．一方で商品所有

者は，さまざまな私的労働の抽象的人間労働としての同等性が実証される
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過程を「知らない⊥なぜなら，彼らは交換行為において自分たちの商品

の価値属性を前提におくことができないからである．しかし他方で商品所

有者だけが，さまざまな私的労働の同等性が実証される過程を「行う⊥

なぜなら，さまざまな商品を市場で交換しあう主体は，当の商品所有者だ

からである．

　このように，商品所有者の交換行為の観点に立つ場合，使用価値に対す

る商品所有者の欲望を導入しなければならないと同時に，市場に持ちこま

れる商品の価値属性（抽象的人間労働の凝固としての同等性）を前提にお

くことはできないのである．「商品」の観点に立つ価値形態論では，使用

価値に対する商品所有者の欲望が捨象されると同時に，多数商品の価値関

係（すなわち，それらの商品に表された労働の抽象的人間労働としての同

等性）が前提におかれる．これに対して，「商品所有者」の観点に立っ交

換過程論では，使用価値に対する商品所有者の欲望が導入されなければな

らないと同時に，市場に持ちこまれる商品の価値属性を前提におくことは

許されない．したがって，交換過程論では，多数商品の価値関係を前提に

おくことができないので，多数商品の同時的な相対的価値表現も，それを

根拠とする多数商品の一般的価値形態（形態III）の成立も説明すること

ができない．交換過程論の論理次元では，一般的等価物（全商品の価値の

現象形態）としての貨幣の機能は，価値形態論において多数商品の価値関

係を前提として完全に説明済みであると考えなければならない．この点に

関連して，個別商品の全体的価値形態（形態II）から多数商品の一般的価

値形態（形態III）への移行が交換過程論において説明される見解がある
　　　　　　　　（40）
か，それは正しくない．

　こうして，マルクスの交換過程論で解かれるべきパズルは，次の問いで

あると考えられる．使用価値としての多数商品の関係と交換価値（価値の

現象形態）としての多数商品の関係という交換過程が持っ両方の側面を，
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使用価値に対する欲望にのみ左右される商品所有者の交換行為の観点から

どのように説明するのか，この問いに対する答えとなるのは，結論を先取

りすれば，一般的等価物（全商品の価値の現象形態）としての貨幣の社会

　　　　　　　　　　　　　　　　（41）
的可能から生じる「貨幣の形式的使用価値」を含む分析枠組みであって，

欲望不一致による交換の行き詰まりを解決する交換の媒介物の導入ではな

い．

　交換過程論でのマルクスの叙述を理解するためには，いくっかの基本概

念を定義しておかなければならない．商品の「使用価値としての実現」と

は，おのおのの商品所有者のもとで，他人のための使用価値（自分が市場

に持ちこむ商品）が，自分のための使用価値（自分が希望する商品）と置

き換わることであり，おのおのの使用価値が商品所有者の欲望対象である

ことが実証される過程である．これに対して，商品の「価値としての実

現」とは，（価値形態論によって価値の現象形態として把握された）交換

価値としての多数商品の関係が実証される過程であり，これは使用価値に

対する商品所有者の欲望とは無関係である．ただし，交換過程論の観点で

は，多数商品の価値関係（すなわち，これらの商品に表された労働の抽象

的人問労働としての同等性）を前提におくことができないので，商品の相

対的価値表現を根拠として全体的価値形態（形態II）や一般的価値形態

（形態III）の成立を証明することは不可能である点に注意してほしい．価

値形態論からの結論によれは，相対的価値形態に立っ商品の自然形態はも

っぱら使用価値として通用するのに対して，等価形態に立っ商品の目然形

態はもっぱら「価値の現象形態」（全体的価値形態では特殊的等価物，一

般的価値形態では一般的等価物）として通用する．したがって，交換過程

論の観点では，交換価値としての多数商品の関係とは，多数商品の同時的

な相対的価値表現を条件とする一般的価値形態の成立ではなく，「価値の

現象形態」（特殊的等価物や一般的等価物）として機能する多数商品の自
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然形態のあいだの関係を意味する．

　価値形態論ですでに商品の交換価値が「価値の現象形態」と把握されて

いるので，交換過程論では商品所有者の交換行為を「使用価値としての実

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（42）
現」と「価値としての実現」の両面から把握しなければならない．もし商

品の交換過程をもっぱら「使用価値としての実現」の側面から考察するの

であれば，交換の行き詰まりを解決する手段としての交換の媒介物を導く

スミス以来の貨幣発生論だけで十分である．言い換えれば，「交換の行き

詰まり」物語による貨幣発生論を選択するならば，商品の「価値としての

実現」というマルクスに固有な観点は不要である。

　交換過程論に関するマルクスの叙述をすべて検討することは紙幅の関係

で不可能だが，解釈の分かれる可能性があるいくつかのパラグラフにっい

ては，若干の検討をしておきたい．

　　「どの商品所有者も，自分の欲望を満足させる使用価値を持っ別の商

　品と引き換えにのみ自分の商品を譲渡しようとする．そのかぎりでは，

　交換は彼にとってもっぱら個人的過程である．他方では，彼は自分の商

　品を価値として実現しようとする，すなわち，彼自身の商品が他の商品

　の所有者にとって使用価値を持っか持たないかにはかかわりなく，彼に

　とって任意の同じ価値を持っ他のどの商品ででも価値として実現しよう

　とする．そのかぎりでは，交換は彼にとって一般的な社会的過程である。

　だが，同じ過程が，同時にすべての商品所有者にとって，もっぱら個人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（43）
　的であると同時にもっぱら一般的社会的ではありえない．」

　商品の交換過程のうち「使用価値としての実現」の側面は，多数商品の

使用価値としての関係が実証される過程であって，それは，使用価値に対

する商品所有者の欲望にのみ左右されるという意味で，「個人的過程」と

特徴づけられる．すでに見たように，価値形態論では，多数商品の価値関

係を前提として全体的価値形態（形態Il）や一般的価値形態（形態lll）
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の成立が証明され，交換価値としての多数商品の関係が，「価値の現象形

態」（形態IIの特殊的等価物や形態IIIの一般的等価物）としての多数商

品の関係として把握される．交換過程論の観点では，多数商品の価値関係

を前提におくことができないので，交換価値としての多数商品の関係は，

もっぱら「価値の現象形態」（特殊的等価物や一般的等価物）どうしの関

係を意味する．したがって，多数商品の交換過程のうち「価値としての実

現」の側面は，そうした「価値の現象形態」としての多数商品の関係が実

証される過程であって，それは，商品所有者の欲望対象としての使用価値

どうしの関係ではなく，特殊的等価物や一般的等価物として通用する多数

商品の現物形態どうしの関係を意味する．商品の交換過程を「使用価値と

しての実現」と「価値としての実現」の両方の側面から考察するマルクス

の観点では，交換過程をもっぱら「個人的過程」の側面から見ることも，

もっぱら「一般的社会的過程」の側面から見ることも許されない．もし多

数商品の交換過程をもっぱら「個人的過程」や「使用価値としての実現」

の側面から見るならば，交換の媒介物としての貨幣を導くスミス以来の貨

幣発生論に帰着するが，これはマルクスの貨幣観と相容れない．また，多

数商品の交換過程をもっぱら「社会的過程」っまり「価値としての実現」

の側面から見るならば，次のパラグラフで表現される困難に突き当たる．

　　「もっと詳しく見れば，どの商品所有者にとっても，他人の商品はど

　れでも自分の商品の特殊的等価物として意義をもち，したがって，自分

　の商品は他のあらゆる商品の一般的等価物として意義をもっ，しかし，

　すべての商品所有者が同じことをするので，どの商品も一般的等価物で

　はなく，したがってまた諸商品は，それらがたがいに価値として等置さ

　れ価値量として比較されるための一般的な相対的価値形態を持たない．

　だから，諸商品はけっして商品として相対するのではなく，ただ諸生産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44）
　物または諸使用価値として相対するだけである．」
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　多数商品の交換過程をもっぱら「一般的社会的過程」あるいは「価値と

しての実現」の側面から見るということは，すでに見たように，交換過程

をもっぱら「価値の現象形態」（特殊的等価物や一般的等価物）として機

能する多数商品の自然形態どうしの関係としてのみ把握することを意味す

る．交換過程論の観点では，多数商品の価値関係を前提におくことができ

ないので，全体的価値形態（形態II）や一般的価値形態（形態III）の成

立を証明することは不可能である点に，ここでも注意してほしい，交換過

程の観点に立ち，かっ，使用価値に対する商品所有者の欲望を捨象するな

らば，多数商品の「価値の現象形態」（特殊的等価物や一般的等価物）ど

うしの関係だけが残るが，実はこの関係のなかに深刻な論理的困難が含ま

れている．交換過程論の観点では，（価値形態論とは異なって）多数商品

の価値関係を前提におくことができないので，使用価値に対する商品所有

者の欲望を捨象すると，「自分の商品」と「他人の商品」との区別と「特

殊的等価物」と「一般的等価物」との区別しか残らない，その結果として，

「すべての商品所有者」にとって「他人の商品はどれでも自分の商品の特

殊的等価物として意義を持っ」と同時に「自分の商品は他のあらゆる商品

の一般的等価物として意義をもっ」ということになり，商品所有者と同じ

数だけの「一般的等価物」が存在するという背理が生じる，交換過程をも

っぱら「一般的社会的過程」あるいは「価値としての実現」の側面で考察

しようとすると，価値関係を媒介としないで全商品を「価値の現象形態」

と扱うことから生じる論理的困難に突き当たるのである．

　以上の考察により，私たちは先に見た交換過程論のパズルー使用価値

としての多数商品の関係と交換価値（価値の現象形態）としての多数商品

の関係という交換過程が持つ両方の側面を，使用価値に対する欲望にのみ

左右される商品所有者の交換行為の観点からどうやって説明するのか

に立ち返る，このパズルに対する回答は，一般的に言えば，交換の行き詰
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まりを解決する手段として交換の媒介物を導入することではなく，一般的

等価物（全商品の価値の現象形態）としての社会的機能が商品所有者の交

換行為をつうじて特定の商品に帰属することにある．この点に関わるのが，

先のパラグラフに続く次の文章である．

　　「われわれの商品所有者たちは，当惑してファウストのように考えこ

　む．はじめに行為ありき．それゆえ，彼らは考えるまえにすでに行動し

　ていた．商品本性の諸法則は，商品所有者たちの目然本能のなかに確認

　された．彼らは，自分たちの商品を一般的等価物としての他の何らかの

　商品に対立的に関係させることによってしか，自分たちの商品を価値と

　して，商品としてたがいに関係させることができない．このことは，商

　品の分析が明らかにした．だが，もっぱら社会的行為だけが，特定の一

　商品を一般的等価物にすることができる．だから，他のあらゆる商品の

　社会的行動が特定の一商品を排除，この排除された商品によって他のす

　べての商品はそれらの価値を全面的に表示する．これによって，この排

　除された商品の現物形態が社会的に通用する等価形態となる．一般的等

　価物であるということは，社会的過程によって，この排除された商品の
　●　　。　　。　　。　　。　　●　　．　　。　　。　　。　　●　　．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）

　独特な社会的な機能となる，こうして，この商品は　　貨幣となる．」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（46）
　商品所有者のあいだの欲望不一致に起因する交換の行き詰まりを以上の

文章のなかに読みこもうとするのは，あまりにも軽率である．「商品交換

者たち」が「当惑してファウストのように考えこむ」理由は，すぐ前のパ

ラグラフで説明されたように，多数商品の価値関係を媒介とせずに，しか

も使用価値に対する商品所有者の欲望を捨象して，全商品を「価値の現象

形態」と扱うことから生じる論理的困難にある．これに対して，「商品の

分析」すなわち価値形態論の観点では，多数商品の価値関係を前提として，

一般的等価物を除く他のあらゆる商品の同時的な相対的価値表現（「他の

あらゆる商品の社会的行動」）を条件とする一般的価値形態（形態III）の
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成立が証明される．多数商品の価値関係を媒介とすれば，どの時点でもい

ずれか1っの商品を一・般的等価物とする一般的価値形態の成立が示される

のであって，商品所有者と同じ数だけの一般的等価物が存在するという背

理は生じない．したがって，交換過程論の観点における上記の論理的困難

を解決するためには，使用価値に対する商品所有者の欲望を前提において，

交換価値（価値の現象形態）としての多数商品の関係を説明しなければな

らない．

　以上の課題に対する回答として，上記のパラグラフでは，商品所有者の

「社会的行為」をつうじて特定の商品が一般的等価物になること，あるい

は，「社会的過程」をっうじて一般的等価物としての機能が「独特な社会

的機能」になることが指摘される．ここでも，一般的等価物の導き方に関

する価値形態論と交換過程論の違いが重要である．交換過程論の観点では，

使用価値に対する商品所有者の欲望を前提において，しかも，多数商品の

価値関係は前提におかずに，一般的等価物（全商品の価値の現象形態）と

しての機能が特定商品に帰属することを示さなければならない．使用価値

に対する欲望にのみ左右される商品所有者の交換行為をっうじて一般的等

価物の機能が特定商品に帰属するためには，一般的等価物の機能がすべて

の商品所有者にとって識別可能な1っの使用価値として承認されなければ

ならない．実際に以上のパラグラフよりも少し後の箇所で，貨幣の機能が

「商品価値の現象形態として，または商品の価値の大きさが社会的に表現

される材料として，役立つという機能」に限定されたうえで，「貨幣商品」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（47）
が「その独特な社会的機能から生ずる一っの形式的使用価値を受け取る」

と指摘され，一般的等価物（全商品の価値の現象形態）としての社会的機

能から生じる貨幣の使用価値が導かれる，こうして，商品所有者の交換行

為をっうじて一般的等価物としての社会的機能が特定商品に帰属すること

は，購買される商品の使用価値に加えて，一般的等価物という機能から生
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じる貨幣の使用価値が考察対象に導入されることを意味する．

　一般的等価物（全商品の価値の現象形態）としての社会的機能から生じ

る貨幣の使用価値は，多数商品の価値関係（すなわち，これらの商品に表

された労働の抽象的人間労働としての同等性）から派生する唯一の使用価

値である．なぜなら，価値形態論の視点から示されたように，等価形態に

立っ特定商品の自然形態が一般的等価物として機能することの根拠は，多

数商品の価値関係とそれにもとづく（一般的等価物を除く他のあらゆる）

多数商品の同時的な相対的価値表現にあるからである．交換過程論の観点

では，多数商品の価値関係を前提におくことができないので一般的価値形

態の成立根拠を証明することはできないが，一般的等価形態に立っ商品の

自然形態によって担われる一般的等価物としての機能は，商品所有者にと

って識別可能な1つの使用価値としての意味を持っ。一般的等価物として

の社会的機能から生じる貨幣の使用価値こそが，使用価値としての多数商

品の関係と，交換価値（価値の現象形態）としての多数商品との関係とを

結びっける唯一の接点になる，以上の推論からわかるように，交換過程論

のパズルー使用価値としての多数商品の関係，および，交換価値（価値

の現象形態）としての多数商品の関係という交換過程の両側面を，商品所

有者の交換行為の観点からどうやって説明するか一に対する回答は，購

買される商品の使用価値だけでなく，一般的等価物（全商品の価値の現象

形態）としての社会的機能から生じる貨幣の使用価値も含む理論枠組みに

ほカ）ならない．

　3．商品の実現としての販売（C－114）と，貨幣の使用価値の実現として

　　の購買（班一C）の非対称性

　価値形態論と交換過程論の論理構造を以上のように理解するならば，マ

ルクスの貨幣論は　　商品貨幣の前提による制約を受けながらもr
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物々交換（CrC2）と間接交換（C1－M－C2）との区別にもとづく古典派経

済学の中立的貨幣観を繰り返したものではなく，商品の実現（「使用価値

としての実現」と「価値としての実現」の同時達成）の過程としての販売

（C一ルf）と貨幣の使用価値の実現としての購買（C－M『）との非対称性を踏

まえて，「資本としての貨幣の流通」（あるいは，ケインズの表現では「企

業者経済」）の視点（ハ4－C一ルf’循環）にとって欠かせない商品価値の貨幣

的実現という独目な論点を提出したものと評価することができる．

　マルクス貨幣論にはこうした評価がふさわしいことを示すために，購買

される商品の使用価値だけでなく，一般的等価物としての社会的機能から

生じる貨幣の使用価値も含む枠組みにおいて，販売（C－M）と購買（ハ4－

C）との非対称性を確認しておきたい．『資本論』第1部第3章「貨幣ま

たは流通手段」の第2節「流通手段」における次の文章を見よう．

　　「一方の商品所有者にとっては，金が彼の商品にとって代わり，他方

　の商品所有者にとっては商品が彼の金にとって代わる．一目瞭然な現象

　は，商品と金との，20エレのリンネルと2ポンド・スターリングとの，

　持ち手変換または場所変換，すなわちそれらの交換である．しかし，商

　品は何と交換されるのか？　それ目身の一般的価値姿態と，である．で

　は，金は何と？　その使用価値の1っの特殊的姿態と，である．なぜ金

　はリンネルに貨幣として相対するのか？　なぜなら，2ポンド・スター

　リングというリンネルの価格またはリンネルの貨幣名が，すでにリンネ

　ルを貨幣としての金に関連させているからである．もともとの商品形態

　からの脱皮（EntauBerung）は，商品の譲渡（VerauBerung）によっ

　て，すなわち，商品の価格においてただ表象されているだけの金を，そ

　の商品の使用価値が現実に引き寄せる瞬間に，なしとげられる，それゆ

　え，商品価格の実現，あるいは商品のもっぱら観念的な価値形態の実現

　は，同時に，逆に，貨幣のもっぱら観念的な使用価値の実現であり，商
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（48）
　品の貨幣への転化は，同時に貨幣の商品への転化である．」

　商品（C：リンネル）と貨幣（ルf：金）との持ち手変換は，商品所有者

による販売（C一ハ4）と貨幣所有者による購買（ルf－C）によって構成され

る．販売（C一ルf）とは商品とその「一般的価値姿態」との交換であり，

これは「商品価格の実現」あるいは「商品のもっぱら観念的な価値姿態の

実現」を意味する。購買（ルf－C）は貨幣と「その使用価値の1っの特殊

的姿態」との交換であり，「貨幣のもっぱら観念的な使用価値の実現」を

意味するとされる．一般的等価物の機能から生じる貨幣の使用価値を考慮

に入れて解釈すると，商品所有者にとって販売（C熟4）は，自分の商品

が一般的等価物（全商品の価値の現象形態）としての貨幣に置き換わるの

で「価値としての実現」の過程である，しかし同時に，商品所有者にとっ

て販売（C一ルf）は，他人のための使用価値としての自分の商品が自分の

ための使用価値（一般的等価物の機能から生じる貨幣の独特な使用価値）

と置き換わることであるから，「使用価値としての実現」の過程でもある．

他方で，貨幣所有者にとって購買（ルf－C）は，貨幣の使用価値の実現と

してのみ意味を持つ．というのは，非貨幣商品の現物形態によって担われ

る貨幣の特殊的等価物としての機能は，非貨幣商品の「形式的使用価値」

としては認識されないからである．

　購買される商品の使用価値だけでなく，一般的等価物としての機能から

生じる貨幣の使用価値も考慮に入れて，商品交換の最小単位を図式化する

と，図1のようになる．取引主体Xのもとでの購買（ルf－C）をっうじて，

貨幣がその特殊的等価物の1つと置き換わると同時に，X氏は貨幣と引

き換えに希望の商品を獲得する．したがって，X氏のもとでの購買（ハ4－

C）は，「貨幣の使用価値の実現」であり，かっ，X氏の欲望充足を意味

する．他方で取引主体yのもとでの販売（C－！し4）をつうじて，商品はそ

の一般的等価物である貨幣に置き換わり，その商品がX氏の欲望対象で
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取引主体X

取引主体γ

　　図1 商品（C）と貨幣（M）の持ち手変換

　「貨幣の使用価値の実現」，かつ，

　望充足
取引主体Xの欲

商品の「使用価値としての実現」と「価値として

の実現」，かっ，取引主体yの欲望充足

取引主体X

取引主体y

取引主体Z

　　図2　商品（C）と貨幣（M）の持ち手変換の連鎖

二
×
1

、×l

Cr／レf：商品1の「使用価値としての実現」と「価値としての実現」，

　　　かっ，取引主体yの欲望充足

ルトC2：「貨幣の使用価値の実現」，かつ，取引主体yの欲望充足

あることも実証され，さらに，貨幣は一般的等価物の機能から生じる独特

な使用価値を持っ，それゆえ，y『氏のもとでの販売（ひ1匠）は，商品の

「使用価値としての実現」と「価値としての実現」であると同時に，y氏

の（貨幣の使用価値に起因する）欲望充足を意味する．自分の商品の販売

に成功したy氏は，一一般的等価物の機能から生じる貨幣という欲望対象

を手に入れたことに注意してほしい，図2には，3人の取引主体による商

品交換の連鎖が示してある。取引主体y氏のもとでの商品1の販売（Cr

ハ4）は，図1でのV氏の販売と同じように，商品の「使用価値としての

実現」と「価値としての実現」であると同時に，y氏の（一般的等価物

の機能から生じる貨幣の使用価値に起因する）欲望充足を意味する．y

氏が商品1の販売（C1－！し4）の後で，商品2を買ったとしよう．この場合，
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y氏による商品2の購買（114－C2）は，「貨幣の使用価値の実現」であると

同時に，y氏による（商品2の使用価値による）欲望充足を意味する。y

氏による商品2の購買（M－C2）は，その時点でy氏はもはや商品1の所

有者ではなく貨幣所有者であるから，「貨幣の使用価値の実現」である．

図2でも，y氏による商品1の販売（C1－M）が同氏の（貨幣の使用価値

に起因する）欲望充足である点に注意してほしい．もし，商品2の購買

（ハ4－C2）を商品1の「価値としての実現」と見なす見解があるとすれば，

それは，一般的等価物（価値の現象形態）としての貨幣の社会的機能を無

視している点で，貨幣を単なる交換の媒介物と見なす中立的貨幣観（ケイ

ンズの類型論では「実物的交換経済」）と呼ぶにふさわしい．

　以上に検討したように，『資本論』第1部でのマルクス貨幣論は　　商

品貨幣の前提に制約されながらもr貨幣を交換の媒介物としてしか見

ない中立的貨幣観を克服して，一般的等価物としての社会的機能から生じ

る貨幣の使用価値を組みこんだ理論枠組みにもとづいて，商品の実現

（「使用価値としての実現」と「価値としての実現」）としての販売（ひ

〃『 と「貨幣の使用価値の実現」としての購買（！t4－C）との非対称性を

明らかにし，商品価値の貨幣的実現という独自の論点を提出した．この点

でマルクス貨幣論は，ケインズの経済システム類型論に先立って，いくっ

かの問題を残しながらも，貨幣的生産経済の分析的基礎を提供したと評価
　（49）
できる．

第4節　暫定的結語　　貨幣的生産経済の分析枠組みの展開

　　　　に向けて一

　たしかにマルクス貨幣論は，商品価値の貨幣的実現という独目な論点を

提出することによって，古典派経済学の中立的貨幣観を克服する手がかり
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を与えたけれども，「企業者経済」（M℃識f’循環）を分析するうえで最

も重要な課題は，貨幣的利潤の実現を説明することである．結論を先取り

すれば，M－C魂f’循環の成立要件としての貨幣的利潤の実現を説明する

ためには，商品貨幣の経済にとどまることは許されず，発達した決済シス

テムと銀行組織を基礎とする信用貨幣の経済を分析しなければならない．

資本家階級は，発達した銀行組織による信用創造の仕組みと遊休資本設備

と失業労働者の存在を基礎として，自己資金あるいは借入金で資金を調達

して実物投資を実行することによって，利潤の実現のために必要な貨幣を

自ら投入する．信用貨幣の経済では，貨幣フローの創造と産出量の増加が

けっして独立ではありえない．この点は，多数商品の価値関係を前提とし

て一般的等価物を導き出す商品貨幣の分析とは著しく異なる。そこで次の

段階として，商品貨幣の経済と信用貨幣の経済との根本的な違いを明らか

にしたうえで，貨幣的利潤の実現メカニズムを解明しなければならないが，

紙幅の関係でこれらの課題は続稿に譲りたい．

注

（1）　Pasinetti（1977），p．24，邦訳30頁．

（2）　lbid．，p．4，邦訳7頁。
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（26）　ケインズはマルクスの著作からの参照箇所を示していないが，McCra・

　cken（1933），pp．41－56におけるマルクス学説の紹介を参照したと考えられる．

　Keynes（1979），p．81の注を参照のこと．

（27）　Keynes（1979），p．81－2．

（28）　価値増殖を含まない単純な商品流通と価値増殖を条件とする「ルf－C－M’」

　循環を区別するためには，「C－1し4－C’」ではなく，「C一ハ4－C」あるいは（使用価

　値の違いを明示すれば）「Cドルf－C2」書くほうがよいであろう．

（29）　ケインズは貨幣経済を「本質的に，将来に対する予想の変化が雇用の方向

　だけでなく，その量をも左右することのできる経済」（Keynes（1936），p．

　xxii，邦訳xxvii頁）と特徴づける．また，歴史的時間軸における貨幣の重要

　性について次のように言う．「貨幣はその重要な属性において，現在と将来と

　を結ぶ巧妙な手段であって，われわれは貨幣に基づく以外には（except　in

　monetary　terms），期待の変化が現在の活動に影響を及ぼすことを論じ始め

　ることすらできない」（Ibid．，p．294，邦訳294頁）．

（30）　歴史的時間軸における貨幣の非中立性を現代経済分析に応用した代表例と

　して，ミンスキーの金融不安定性仮説があげられる，その仮説の基礎となるの

　は，企業負債の「有効化（validation）」（Minsky（1986），p．81，邦訳128頁）

　をめぐる構造連関である．具体的には，将来の実現利潤にっいての期待に左右

　される現在の投資の大きさか，現在の実現利潤の決定を介して，過去に約定さ

　れた負債契約が履行されるか否かの鍵を握る，という関係である，こうした論

　点を組みこんだ資本蓄積と負債構造の分析枠組みにっいては，石倉（2002）の

　第3節を参照．

（31）　Marx（1964），S．104．

（32）　価値表現における「逆の連関」の論理についての詳細は，石倉（1996）第

　3節を参照．

（33）　Marx（1964），S．65．

（34）　商品に表された労働の価値形成性格を基礎として個別商品の相対的価値表

　現を説明するマルクスの論理的手続きにっいては，石倉（1996）第2節を参照．

（35）　Marx（1964），S，81，

（36）　Ibid．，S．62．
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（37）　マルクスの労働価値論と貨幣の導出との関連は，労働価値論に関する専門

　文献のなかでも必ずしも十分な注意を払われていない．たとえば，現代マルク

　ス学派の労働価値論をめぐる最新の研究成果から成る大石（2000）でも，価値

　形態論に見られる貨幣の導出と労働価値論との関連についてはほとんど言及さ

　れていない（同書の書評として，石倉（2003）を参照）．しかし，最近の英語

　圏の文献では，少数ながら，マルクスの貨幣論と労働価値論との関連を論じた

　ものがある．マルクスの貨幣論の特徴と古典派経済学との相違にっいて，F．

　モズリーは次のように述べる．「手短に言えばマルクスの議論は次のようであ

　る，おのおのの商品が他のすべての商品と交換可能であるためには，おのおの

　の商品の価値は，何らかの客観的で社会的に認識できる形態において他のあら

　ゆる商品の価値と比較可能でなければならない．諸商品の価値を決定するとマ

　ルクスが仮定した抽象的労働はそれじたいとしては直接に観察あるいは認識で

　きないので，この抽象的労働は，すべての商品の価値を観察可能で相互に比較

　可能なものにする客観的な『現象形態』を獲得しなければならない．諸商品に

　含まれる抽象的労働が共通で統一された現象形態を必ずとらなければならない

　ことから，最終的な結論として，この現象形態は貨幣でなければならないとい

　うことになる．／マルクスは次の点を強調する．このように貨幣の必然性を労

　働価値論から導くことは，古典派経済学に対する特筆すべき理論的前進である，

　古典派経済学は，貨幣を当然のものと考えてきたにすぎないか，あるいは，ど

　んな価値理論との関連づけもなしに，物々交換の持っ実際上の困難にもとづい

　て，その場しのぎのやり方で貨幣の存在を説明してきた」（Moseley（1995），

　p，107－8）．前半に見られるように，マルクスの貨幣論では「抽象的労働」が

　「観察可能で相互に比較可能な」現象形態を必要とすることを根拠にして貨幣

　の必然性が論じられていると解釈される．さらに後半では，「貨幣の必然性を

　労働価値論から導くこと」は，物々交換の困難から貨幣を説明する古典派経済

学に対するマルクス貨幣論の「理論的前進」であると評価されている．また，

　S．フリートウッドは，商品に表された労働の二重性格とそれらが顕在化する

　形態に着目して，マルクスの商品貨幣論を解釈する．「社会的，抽象的で普遍

　的な［social　abstract　and　universal］（以下ではSAU）労働は，個別的，具

体的で特殊的な［individual，concreteand　particular］（以下ではICP）労

　働がとる社会的形態である．SAU労働は個々の生産者たちの労働を関連づけ，
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　彼らの労働活動の具体的な特殊性を捨象するので，SAU労働には，通約不可

能な存在を通約可能なものにするという能力がある．しかし，こうした能力が

現実のものになるために，SAU労働は適切な形態をとらなければならない」

　（Fleetwood（2000），p．177）．「SAU労働」がとるべき「適切な形態」とは何

　かが問題の核心である．「ICP労働がSAUの形態をとるのと同じ瞬間に，

　SAU労働はそれじたいとして別の形態をとろうと努める」のであり，結論と

　しては「SAU労働は，諸商品の価値形態をとり，さらに諸商品の価格形態を

取らなければならす，こうなるためには貨幣が必要となる」（lbid．，p．178）と

　いうのである．フリートウッドの議論は，価値形態論と労働の二重性との関連

　が詳論されている点できわめて興味深い。しかし，「等価物を生産する労働」

　が「抽象的人間労働の手でっかめる具現形態」になる（Marx（1964），S．73）

　などの等価形態の特色を説明することに重点がおかれ，そうした等価形態の基

礎にある商品の相対的価値表現の構造が明らかにされていない点で，氏の議論

　には問題が残る．

（38）　Marx（1964），S．88．

（39）次の文章でも，抽象的人間労働の「物的外皮」は商品の価値属性を意味す

　る．「どの商品も価値（Wert）としては，それ［おのおのの商品］に支出され

　た人間労働の物的外皮（sachhche　HUlle　der　auf　sle［lede　Ware］verausgab－

　ten　menschlichen　Arbeit）にすぎない．」（Marx（1964），S．105，〔］内は引

　用者のもの）．

（40）　価値形態論で一部未解決であった一般的価値形態（形態III）の成立根拠

　が交換過程論で説明されるという見解を支持することができない理由について

　は，石倉（1994）第3節の注11と注12を参照のこと．

（41）　Marx（1964），S．104，

（42）　「諸商品は，使用価値として実現されうるまえに価値として実現されなけ

　ればならない。／他面では，諸商品は，みずからを価値として実現しうるまえ

　に，みずからを使用価値として実証しなければならない．」（Ibid．，s，100）

（43）Marx（1964），S，10L「交換の行き詰まり」物語にもとづくスミス以来の

　貨幣発生論に固執する人ならば，このパラグラフの最後の文章を，一方の商品

　所有者の「一般的社会的過程」（「価値としての実現」）が，他方の商品所有者

　の「個人的過程」（「使用価値としての実現」）によって妨げられる事態として
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　理解するであろう．しかし，マルクスの論理に従うかぎり，「価値の現象形態」

　としての多数商品どうしの関係は，もっぱら多数商品の価値関係に依存し，使

　用価値に対する商品所有者の欲望からは何の制約も受けない．

（44）　Ibid．，S．101．

（45）lbid．，s．101．傍点は引用者のもの．

（46）　スミスの『国富論』第1編第4章における次の文章を参照のこと，「分業

　が始まったばかりのときには，この交換力（powerofexchange）の作用が

　しばしば妨害されたり，行き詰まらされたり（cloggedandembarrassed）

　したにちがいない」（Smith（1950），p．24）．

（47）　Marx（1964），S．104．

（48）　Ibid．，S．122－3．

（49）　ケインズの「生産の貨幣理論」（Keynes，1933）と『一般理論』準備草稿

　（Keynes，1979）の詳細な検討にもとづいて，セー法則を批判する視角として

　のケインズとマルクスの類似性について詳しく検討した研究として，Sardoni

　（1987）がよく知られており，最近ではAoki（2001）が注目に値する．「1933

　年草稿が証拠となるように，ケインズの一般理論との対比で古典派経済学の限

　界性を証明するうえで，マルクスの分析はとくに有用であった．しかしながら，

　マルクスを問題発見のために使うやり方を著書のなかに持ちこむことは，問題

　含みであった．というのも，論理的に言ってマルクスの分析からすれば，資本

主義の制御不可能性を考慮に入れることになるからである」（Aoki（2001），p．

948，訳文は筆者のもの）。マルクスとケインズの政治経済学ヴィジョンの相違

　を考えるうえで，この指摘はとくに重要である．
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